
別紙１

計算書類に対する注記(法人全体用)

（法人全体用）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

・保有している有価証券は中央労働金庫の出資金であり、市場価格のない株式等であるため移動平均法による

　原価法を採用している。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定額法によっている。

②無形固定資産：定額法によっている。

③差入保証金

　賃貸借契約で契約期間満了後に物件を明け渡す場合に敷金の一定割合を償却すると定められている場合

　定額法により一定割合を償却している。

(3) 引当金の計上基準

・退職給付引当金…職員の退職給付に備えるため、社会福祉法人横浜市社会福祉協議会民間社会福祉事業従事者

　　　　　　　　　年金共済事業の通知に基づき、施設・団体負担掛金の積立累計額を計上している。

・賞与引当金　　…職員に支給する賞与の支払いに備えるため、賞与の支給見込額のうち、当期において負担

　　　　　　　　　すべき金額を計上している。

・徴収不能引当金…債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を判断

　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　　なお、発生から1年超経過した会計年度末に回収されていない債権については、原則と

　　　　　　　　　して徴収不能引当金に計上する。

　　　　　　　　　上記の債権以外の債権（一般債権）については、過去の一定期間の貸倒実績から算出した

　　　　　　　　　貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

２．法人で採用する退職給付制度                                                                      

・独立行政法人福祉医療機構による退職共済制度

・社会福祉法人横浜市社会福祉協議会による民間社会福祉事業従事者年金共済事業（任意加入）

３．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分                                                

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の計算書類(会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)

(2) 事業区分別内訳表(会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)

(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

(4) 公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

(5) 収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

(6) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

　ア　法人本部拠点（社会福祉事業）

　イ　横浜市新杉田地域ケアプラザ拠点（社会福祉事業）



　　「地域包括支援センター」

　　「地域活動・交流事業」

　　「通所介護事業」（予防含む）

　　「居宅介護支援事業」（予防含む）

　　「介護予防支援」　

　　「生活支援体制整備事業」

　ウ　ぽこ・あ・ぽこ拠点（社会福祉事業）

　　「就労移行支援事業」

　　「就労継続支援事業B型」

　　「就労定着支援事業」

　エ　わーくす大師拠点区分（社会福祉事業）

　　「就労移行支援事業」

　　「就労継続支援事業B型」

　　「特定相談支援事業」

　　「就労定着支援事業」

　オ　ウィング・ビート拠点区分（社会福祉事業）

　　「就労移行支援事業」

　　「就労定着支援事業」

　カ　ミラークよこすか拠点区分（社会福祉事業）

　　「就労移行支援事業」

　　「就労定着支援事業」

　キ　港北はぴねす工房拠点区分（社会福祉事業）

　ク　戸塚はなえみ工房拠点区分（社会福祉事業）

　ケ　横浜南部就労支援センター拠点区分（公益事業）

　コ　中部就労援助センター拠点区分（公益事業）

　　「雇用安定等事業」

　　「生活支援等事業」

　　「就労援助センター事業」

　サ　湘南地域就労援助センター拠点区分（公益事業）

　　「雇用安定等事業」

　　「生活支援等事業」

　　「就労援助センター事業」

　　「障害者生活支援事業」

４．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物   211,145,258            0    8,971,566  202,173,692

合            計   211,145,258            0    8,971,566  202,173,692

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし



６．担保に供している資産                                                                            

    該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物(基本財産)   684,862,221  482,688,529  202,173,692

建物(その他の固定資産)    25,248,293   13,570,490   11,677,803

構築物       574,333      119,955      454,378

車両運搬具    18,190,307   18,190,297           10

器具及び備品    36,808,515   30,460,750    6,347,765

機械及び装置     1,872,969    1,872,963            6

合            計   767,556,638  546,902,984  220,653,654

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

事業未収金    98,930,937             0    98,930,937

未収金     3,069,238             0     3,069,238

未収補助金    75,758,057             0    75,758,057

立替金     3,120,964             0     3,120,964

合            計   180,879,196             0   180,879,196

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                        

    該当なし

１０．関連当事者との取引の内容                                                                      

    該当なし

１１．重要な偶発債務                                                                                

    該当なし

１２．重要な後発事象                                                                                

    該当なし



１３．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け                                                        

    該当なし

１４．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（法人本部拠点区分用）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

・保有している有価証券は中央労働金庫の出資金であり、市場価格のない株式等であるため移動平均法による

　原価法を採用している。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定額法によっている。

②無形固定資産：定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給与引当金…職員の退職給付に備えるため、社会福祉法人横浜市社会福祉協議会民間社会福祉事業従事者

　　　　　　　　　年金共済事業の通知に基づき、施設・団体負担掛金の積立累計額を計上している。

・賞与引当金　　…職員に支給する賞与の支払いに備えるため、賞与の支給見込額のうち、当期において負担

　　　　　　　　　すべき金額を計上している。

・徴収不能引当金…債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を判断

　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　　なお、発生から1年超経過した会計年度末に回収されていない債権については、原則と

　　　　　　　　　して徴収不能引当金に計上する。

　　　　　　　　　上記の債権以外の債権（一般債権）については、過去の一定期間の貸倒実績から算出した

　　　　　　　　　貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

２．採用する退職給付制度                                                                            

・独立行政法人福祉医療機構による退職共済制度

・社会福祉法人横浜市社会福祉協議会による民間社会福祉事業従事者年金共済事業（任意加入）

３．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下の通りになっている。

（1）法人本部拠点計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）

（2）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）

　当拠点区分ではサービス区分が存在していないため作成していない。

（3）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）

　当拠点区分ではサービス区分が存在していないため作成していない。

４．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

    該当なし



５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

６．担保に供している資産                                                                            

    該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物        73,554       22,992       50,562

器具及び備品     1,467,427    1,329,675      137,752

合            計     1,540,981    1,352,667      188,314

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

未収金    39,826,373             0    39,826,373

立替金     3,120,964             0     3,120,964

事業区分間貸付金    54,300,000             0    54,300,000

拠点区分間貸付金    34,900,000             0    34,900,000

合            計   132,147,337             0   132,147,337

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                        

    該当なし

１０．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（新杉田地域ケアプラザ拠点区分用）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定額法によっている。

②無形固定資産：定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給与引当金…本部会計に移管し計上している

・賞与引当金　　…職員に支給する賞与の支払いに備えるため、賞与の支給見込額のうち、当期において負担

　　　　　　　　　すべき金額を計上している。

・徴収不能引当金…債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を判断

　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　　なお、発生から1年超経過した会計年度末に回収されていない債権については、原則と

　　　　　　　　　して徴収不能引当金に計上する。

　　　　　　　　　上記の債権以外の債権（一般債権）については、過去の一定期間の貸倒実績から算出した

　　　　　　　　　貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

２．採用する退職給付制度                                                                            

・独立行政法人福祉医療機構による退職共済制度

・社会福祉法人横浜市社会福祉協議会による民間社会福祉事業従事者年金共済事業（任意加入）

３．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 横浜市新杉田地域ケアプラザ拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式､第二号第四様式､第三号第四様式)

(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）

　　ア　地域包括支援センター

　　イ　地域活動・交流事業

　　ウ　通所介護事業(予防含む)

　　エ　居宅介護支援事業(予防含む)

　　オ　介護予防支援事業

　　カ　生活支援体制整備事業

(3) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）は省略している。

　



４．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

    該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

６．担保に供している資産                                                                            

    該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（その他の固定資産）    2,637,772     820,425   1,817,347

車両運搬具    8,933,960   8,933,956           4

器具・備品    4,530,926   3,830,056     700,870

合            計   16,102,658  13,584,437   2,518,221

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

事業未収金   18,050,872            0   18,050,872

未収金   16,280,420            0   16,280,420

未収補助金      103,818            0      103,818

合            計   34,435,110            0   34,435,110

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                        

    該当なし

１０．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（ぽこ･あ･ぽこ拠点用）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定額法によっている。

②無形固定資産：定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給与引当金…本部会計に移管し計上している。

・賞与引当金　　…職員に支給する賞与の支払いに備えるため、賞与の支給見込額のうち、当期において負担

　　　　　　　　　すべき金額を計上している。

・徴収不能引当金…債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を判断

　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　　なお、発生から1年超経過した会計年度末に回収されていない債権については、原則と

　　　　　　　　　して徴収不能引当金に計上する。

　　　　　　　　　上記の債権以外の債権（一般債権）については、過去の一定期間の貸倒実績から算出した

　　　　　　　　　貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

２．採用する退職給付制度                                                                            

・独立行政法人福祉医療機構による退職共済制度

・社会福祉法人横浜市社会福祉協議会による民間社会福祉事業従事者年金共済事業（任意加入）

３．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) ぽこ･あ･ぽこ拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式､第二号第四様式､第三号第四様式)

(2) 拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）

　　ア　就労移行支援事業

　　イ　就労継続支援事業B型

　　ウ　就労定着支援事業　

(3) 拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）は省略している。



４．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物   198,127,658            0    8,280,366  189,847,292

合            計   198,127,658            0    8,280,366  189,847,292

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

６．担保に供している資産                                                                            

    該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（基本財産）   670,462,221  480,614,929  189,847,292

建物（その他の固定資産）    16,031,645   10,097,305    5,934,340

車両運搬具     8,137,207    8,137,202            5

器具及び備品     7,587,445    6,986,081      601,364

機械・装置     1,872,969    1,872,963            6

合            計   704,091,487  507,708,480  196,383,007

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

事業未収金    24,029,511             0    24,029,511

未収金       123,200             0       123,200

合            計    24,152,711             0    24,152,711

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                        

    該当なし

１０．重要な後発事象                                                                                

    該当なし



１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（わーくす大師拠点区分用）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定額法によっている。

②無形固定資産：定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給与引当金…本部会計に移管し計上している

・賞与引当金　　…職員に支給する賞与の支払いに備えるため、賞与の支給見込額のうち、当期において負担

　　　　　　　　　すべき金額を計上している。

・徴収不能引当金…債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を判断

　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　　なお、発生から1年超経過した会計年度末に回収されていない債権については、原則と

　　　　　　　　　して徴収不能引当金に計上する。

　　　　　　　　　上記の債権以外の債権（一般債権）については、過去の一定期間の貸倒実績から算出した

　　　　　　　　　貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

２．採用する退職給付制度                                                                            

・独立行政法人福祉医療機構による退職共済制度

・社会福祉法人横浜市社会福祉協議会による民間社会福祉事業従事者年金共済事業（任意加入）

３．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) わーくす大師拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式､第二号第四様式､第三号第四様式)

(2) 拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）

　　ア　就労移行支援事業

　　イ　就労継続支援事業B型

　　ウ　特定相談支援事業

　　エ　就労定着支援事業

(3) 拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）は省略している

　

４．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物   13,017,600           0     691,200  12,326,400

合            計   13,017,600           0     691,200  12,326,400



５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

６．担保に供している資産                                                                            

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（基本財産）   14,400,000   2,073,600  12,326,400

建物（その他の固定資産）    1,254,000     317,725     936,275

構築物      380,000     101,333     278,667

器具及び備品    4,413,120   3,626,173     786,947

合            計   20,447,120   6,118,831  14,328,289

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

事業未収金   18,011,773            0   18,011,773

合            計   18,011,773            0   18,011,773

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                        

    該当なし

１０．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（ウィング･ビート拠点区分用）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定額法によっている。

②無形固定資産：定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給与引当金…本部会計に移管し計上している

・賞与引当金　　…職員に支給する賞与の支払いに備えるため、賞与の支給見込額のうち、当期において負担

　　　　　　　　　すべき金額を計上している。

・徴収不能引当金…債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を判断

　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　　なお、発生から1年超経過した会計年度末に回収されていない債権については、原則と

　　　　　　　　　して徴収不能引当金に計上する。

　　　　　　　　　上記の債権以外の債権（一般債権）については、過去の一定期間の貸倒実績から算出した

　　　　　　　　　貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

２．採用する退職給付制度                                                                            

・独立行政法人福祉医療機構による退職共済制度

・社会福祉法人横浜市社会福祉協議会による民間社会福祉事業従事者年金共済事業（任意加入）

３．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) ウィング･ビート拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式､第二号第四様式､第三号第四様式)

(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）

　　ア　就労移行支援事業

　　イ　就労定着支援事業

(3) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）は省略している

４．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

    該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし



６．担保に供している資産                                                                            

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（その他の固定資産）    4,298,400   1,919,946   2,378,454

車両運搬具    1,119,140   1,119,139           1

器具及び備品      680,250     468,751     211,499

合            計    6,097,790   3,507,836   2,589,954

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

事業未収金    7,665,376            0    7,665,376

未収金    1,427,350            0    1,427,350

合            計    9,092,726            0    9,092,726

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                        

    該当なし

１０．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（ミラークよこすか拠点区分用）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定額法によっている。

②無形固定資産：定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給与引当金…本部会計に移管し計上している。

・賞与引当金　　…職員に支給する賞与の支払いに備えるため、賞与の支給見込額のうち、当期において負担

　　　　　　　　　すべき金額を計上している。

・徴収不能引当金…債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を判断

　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　　なお、発生から1年超経過した会計年度末に回収されていない債権については、原則と

　　　　　　　　　して徴収不能引当金に計上する。

　　　　　　　　　上記の債権以外の債権（一般債権）については、過去の一定期間の貸倒実績から算出した

　　　　　　　　　貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

２．採用する退職給付制度                                                                            

・独立行政法人福祉医療機構による退職共済制度

・社会福祉法人横浜市社会福祉協議会による民間社会福祉従事者年金共済事業（任意加入）

３．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) ミラークよこすか拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式､第二号第四様式､第三号第四様式)

(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪))

　　ア　就労移行支援事業

　　イ　就労定着支援事業

(3) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩))は省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

    該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし



６．担保に供している資産                                                                            

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物      700,634     144,737     555,897

器具及び備品    2,046,768   1,323,334     723,434

合            計    2,747,402   1,468,071   1,279,331

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

事業未収金    8,144,852            0    8,144,852

未収金    6,531,766            0    6,531,766

立替金    2,448,393            0    2,448,393

合            計   17,125,011            0   17,125,011

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                        

    該当なし

１０．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（港北はぴねす工房拠点用）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定額法によっている。

②無形固定資産：定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給与引当金…本部会計に移管し計上している

・賞与引当金　　…職員に支給する賞与の支払いに備えるため、賞与の支給見込額のうち、当期において負担

　　　　　　　　　すべき金額を計上している。

・徴収不能引当金…債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を判断

　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　　なお、発生から1年超経過した会計年度末に回収されていない債権については、原則と

　　　　　　　　　して徴収不能引当金に計上する。

　　　　　　　　　上記の債権以外の債権（一般債権）については、過去の一定期間の貸倒実績から算出した

　　　　　　　　　貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

２．採用する退職給付制度                                                                            

・独立行政法人福祉医療機構による退職共済制度

・社会福祉法人横浜市社会福祉協議会による民間社会福祉事業従事者年金共済事業（任意加入）

３．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 港北はぴねす工房拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式､第二号第四様式､第三号第四様式)

(2) 拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）

　当拠点区分ではサービス区分が存在していないため作成していない。

(3) 拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）

　当拠点区分ではサービス区分が存在していないため作成していない。

４．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

    該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし



６．担保に供している資産                                                                            

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

器具及び備品    1,595,790     729,079     866,711

合            計    1,595,790     729,079     866,711

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

事業未収金   14,705,224            0   14,705,224

合            計   14,705,224            0   14,705,224

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                        

    該当なし

１０．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（戸塚はなえみ工房拠点用）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定額法によっている。

②無形固定資産：定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給与引当金…本部会計に移管し計上している

・賞与引当金　　…職員に支給する賞与の支払いに備えるため、賞与の支給見込額のうち、当期において負担

　　　　　　　　　すべき金額を計上している。

・徴収不能引当金…債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を判断

　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　　なお、発生から1年超経過した会計年度末に回収されていない債権については、原則と

　　　　　　　　　して徴収不能引当金に計上する。

　　　　　　　　　上記の債権以外の債権（一般債権）については、過去の一定期間の貸倒実績から算出した

　　　　　　　　　貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

２．採用する退職給付制度                                                                            

・独立行政法人福祉医療機構による退職共済制度

・社会福祉法人横浜市社会福祉協議会による民間社会福祉事業従事者年金共済事業（任意加入）

３．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 戸塚はなえみ工房拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式､第二号第四様式､第三号第四様式)

(2) 拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）

　当拠点区分ではサービス区分が存在していないため作成していない。

(3) 拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）

　当拠点区分ではサービス区分が存在していないため作成していない。

４．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

    該当なし



５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

６．担保に供している資産                                                                            

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

構築物      194,333      18,622     175,711

器具及び備品      247,060      66,214     180,846

合            計      441,393      84,836     356,557

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

事業未収金    8,357,329            0    8,357,329

未収金    4,623,689            0    4,623,689

合            計   12,981,018            0   12,981,018

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                        

    該当なし

１０．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（横浜南部就労支援センター拠点区分用）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定額法によっている。

②無形固定資産：定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給与引当金…本部会計に移管し計上している。

・賞与引当金　　…職員に支給する賞与の支払いに備えるため、賞与の支給見込額のうち、当期において負担

　　　　　　　　　すべき金額を計上している。

・徴収不能引当金…債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を判断

　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　　なお、発生から1年超経過した会計年度末に回収されていない債権については、原則と

　　　　　　　　　して徴収不能引当金に計上する。

　　　　　　　　　上記の債権以外の債権（一般債権）については、過去の一定期間の貸倒実績から算出した

　　　　　　　　　貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

２．採用する退職給付制度                                                                            

・独立行政法人福祉医療機構による退職共済制度

・社会福祉法人横浜市社会福祉協議会による民間社会福祉事業従事者年金共済事業（任意加入）

３．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 横浜南部就労支援センター拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）

　当拠点区分ではサービス区分が存在していないため作成していない。

(3) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）

　当拠点区分ではサービス区分が存在していないため作成していない。

４．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

    該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし



６．担保に供している資産                                                                            

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

器具及び備品    1,170,210     689,277     480,933

合            計    1,170,210     689,277     480,933

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

未収金    2,820,941            0    2,820,941

合            計    2,820,941            0    2,820,941

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                        

    該当なし

１０．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（湘南地域就労援助センター拠点区分用）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定額法によっている。

②無形固定資産：定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給与引当金…本部会計に移管し計上している

・賞与引当金　　…職員に支給する賞与の支払いに備えるため、賞与の支給見込額のうち、当期において負担

　　　　　　　　　すべき金額を計上している。

・徴収不能引当金…債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を判断

　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　　なお、発生から1年超経過した会計年度末に回収されていない債権については、原則と

　　　　　　　　　して徴収不能引当金に計上する。

　　　　　　　　　上記の債権以外の債権（一般債権）については、過去の一定期間の貸倒実績から算出した

　　　　　　　　　貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

２．採用する退職給付制度                                                                            

・独立行政法人福祉医療機構による退職共済制度

・社会福祉法人横浜市社会福祉協議会による民間社会福祉事業従事者年金共済事業（任意加入）

３．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 湘南地域就労援助センター拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）は省略している。

(3) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）

　　ア　雇用安定等事業

　　イ　生活支援等事業

　　ウ　就労援助センター事業

　　エ　障害者生活支援事業

４．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

    該当なし



５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

６．担保に供している資産                                                                            

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

器具及び備品    6,355,992   5,843,190     512,802

合            計    6,355,992   5,843,190     512,802

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

未収金      159,490            0      159,490

未収補助金   31,566,601            0   31,566,601

合            計   31,726,091            0   31,726,091

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                        

    該当なし

１０．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（中部就労援助センター拠点区分用）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産：定額法によっている。

②無形固定資産：定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給与引当金…本部会計に移管し計上している

・賞与引当金　　…職員に支給する賞与の支払いに備えるため、賞与の支給見込額のうち、当期において負担

　　　　　　　　　すべき金額を計上している。

・徴収不能引当金…債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を判断

　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　　　なお、発生から1年超経過した会計年度末に回収されていない債権については、原則と

　　　　　　　　　して徴収不能引当金に計上する。

　　　　　　　　　上記の債権以外の債権（一般債権）については、過去の一定期間の貸倒実績から算出した

　　　　　　　　　貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

２．採用する退職給付制度                                                                            

・独立行政法人福祉医療機構による退職共済制度

・社会福祉法人横浜市社会福祉協議会による民間社会福祉事業従事者年金共済事業（任意加入）

３．拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 中部就労援助センター拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）は省略している。

(3) 拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）

　　ア　雇用安定等事業

　　イ　生活支援等事業

　　ウ　就労援助センター事業

４．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

    該当なし



５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

６．担保に供している資産                                                                            

    該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（その他固定資産）      252,288     252,287           1

器具及び備品    3,004,807   2,040,032     964,775

合            計    3,257,095   2,292,319     964,776

８．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

未収金      964,250            0      964,250

未収補助金   44,087,638            0   44,087,638

合            計   45,051,888            0   45,051,888

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                        

    該当なし

１０．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし


